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【参考】流域治水プロジェクトの充実

○ 令和３年３月末に全国109の全ての一級水系で策定・公表された「流域治水プロジェクト」に基づき、河川改修事業・
ダム事業や地元自治体等の流域関係者が連携して取り組む多層的な流域治水対策を全国で展開。

○ 令和３年度の流域治水プロジェクトに基づく取組を「見える化」することにより、事業の着実な推進を図るとともに、施策の
横展開により流域治水の裾野を広げ、地域の安心・安全の確保に取り組む。

令和３年３月３０日 全国109の全ての一級水系で「流域治水プロジェクト」を公表

令和３年度内の一級水系の各プロジェクトの取組を「見える化」
令和４年３月末

あらゆる関係者の協働により、ハード・ソフト対策を推進

事業効果・進捗の見える化

整備効果の見える化のイメージ

降雨確率（10年に1度、100年に1度など）に応じた浸水範囲を重ねることにより現在の
浸水リスクを示すとともに、戦後最大洪水等に対応した河川整備の進捗状況に応じた
浸水範囲の変化を可視化し、将来のリスクも提示することにより、河川整備の効果を
「見える化」し、水災害リスクを踏まえた防災まちづくりを推進。

流域治水の根幹を支える

河川改修事業やダム事業の加速化

全国109の全ての一級水系で、外水氾濫※を対象とした河川改修事業等に
よる効果を公表

※国直轄区間における河川事業・ダム事業のみを対象 ※現況河道及び当面整備（概ね５か年）後のみ

（令和４年度以降も引き続き内水を考慮するなど、水害リスク情報を追加・充実）

指標を活用した流域治水プロジェクトの更なる推進

あらゆる関係者の協働による

ハード・ソフト一体となった事前防災対策の推進

全国109の全ての一級水系でハード・ソフト各々の主要な取組の進捗を
公表

流域治水のもと、あらゆる関係者の協働による事前防災対策の取組状況を「見える
化」することにより地域が抱える諸課題に対し、先行事例を踏まえての更なる検討
の促進や対策の充実を図る。

戦後最大洪水等に
対応した河川の整備

農地・農業用施設の
活用

流出抑制対策の実施

立地適正化計画における
防災指針の作成

水害リスク情報の提供 高齢者等避難の
実効性の確保

～流域治水プロジェクトに関する主な指標～

山地の保水機能向上
および

土砂・流木災害対策

注：外水氾濫のみを想定したものであり、内水氾濫を考慮した場合には浸水範囲の拡大や浸水深の増大が生じる場合がある。

現在（外水氾濫のみ） 整備後（外水氾濫のみ）

高頻度（1/10） 中・高頻度（1/30） 中頻度（1/50） 低頻度（1/100） 想定最大規模

上記凡例の（ ）内の数値は確率規模を示していますが、これは例示です。

河川整備による
水害リスクの軽減

（今後、ソフト対策等へ積極的に取組むプロジェクトを対象に、地方公共団体への重点的な支援を実施予定）

水管理・国土保全局関係　予算概要（令和4年1月）抜粋
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令和3年4月28日 成立

附帯決議（１４項目）

三 流域治水の取組においては、自然環境
が有する多様な機能をいかすグリーンインフ
ラの考えを普及させ、災害リスクの低減に寄
与する生態系の機能を積極的に保全又は再
生する ことにより、生態系ネットワークの形
成に貢献すること。

特定都市河川浸水被害対策法の一部を改正する法律（流域治水関連法）

流域治水の推進にあたっては、
環境分野の取り組みも重要
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生物の生息・生育の

場の提供

水質浄化

植物の蒸発散機能を通じた

気温上昇の抑制

良好な

景観形成

土壌の

創出・保全
農作物の

生産

水源涵養

雨水の貯留・浸透による

防災・減災

グリーンインフラとは、社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境

が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組

自然環境が有する多様な機能

グリーンインフラとは

国⼟形成計画（平成27年8⽉閣議決定）
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●自然環境が有する多様な機能の活用
・大型水鳥を観察するエコツアー
・ミズベリング協議会による水辺利用の創造
・小中学校などにおける河川環境学習
・景勝地等の景観の保全

●生物の多様な生息環境の保全・創出や地域特性と調和した
景観形成（P27参照）
・自然環境の保全・再生などの自然再生

・大型水鳥の生育環境保全等の生態系

ネットワークの形成

・大橋川の治水対策における多自然川づくり

【斐伊川水系流域治水プロジェクトイメージ】

○ 流域治水プロジェクトに位置づけられた治水対策と合わせ、治水と環境の両立を図り、生物の多様な生息環境の保全・創出、地域
の自然環境と調和する景観形成等を推進。

○ そのため、環境保全・創出のための目標設定や、生態系ネットワーク、多自然川づくり等のハード・ソフト両面にわたるグリーンイン
フラの取組を反映した流域治水プロジェクトを全国１０９水系で改定。

◆目標： 国管理区間においては、流域で甚大な被害が発生した戦後最大の昭和47年7月洪水と同規模の洪水に
対して、家屋浸水を防止し、流域における浸水被害の軽減を図ります。あわせて、迅速かつ適切な情報収集・
提供体制を構築し、ホットラインを含めた確実な避難行動に資する情報発信等の取り組みを実施し「逃げ遅
れゼロ」を目指します。
加えて、斐伊川水系において、マガン、コハクチョウなどが安心して越冬できる里づくりを目指し、今後、概ね

１０年間で水鳥類のねぐらや採餌場環境の保全・創出を行うなど、自然環境が有する多様な機能を活かす
グリーンインフラの取り組みを推進。

●魅力ある水辺空間創出（P27参照）
・かわまちづくり

環境学習

親水護岸整備親水護岸整備

マガンの生息環境保全

水鳥観察エコツアー

ミズベリング
(水辺の利用創造)

水鳥の生息環境保全

※具体的な対策内容については、今後の調査検討等により変更となる場合がある。

➣良好な景観を保全・創造

地域と調和した護岸材活用

周辺景観を阻害しない水門

水辺のにぎわい

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 (詳細省略)

●被害対象を減少させるための対策 (詳細省略)

●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 (詳細省略)

➣生物の生息生育環境の保全・創出
ｶﾜｻﾞﾝｼｮｳｶﾞｲヨシ原再生

水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり
流域治水プロジェクトにおけるグリーンインフラの取組の推進 ［とりまとめイメージ］

１．ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践[１２／１５] 水管理・国土保全局関係　予算概要（令和4年1月）抜粋
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吉野川流域治水協議会 第5回協議会、上・下流減災対策協議会 第9回協議会
3/10（WEB会議）

 流域治水プロジェクトの更新について

 指標を活用したプロジェクトの進捗管理について

 地域の取組方針（～令和7年度）の策定

 地域の取組方針を流域治水プロジェクト「被害の軽減、早期復旧・復興のための対策」の取組に位置付け、一体管理

流域治水プロジェクトの更新
全指標値確定次第（3月最終週頃予定）

指標値について暫定値を担当者に随時情報共有
全指標値が確定後、構成員の確認（書面）をもってプ
ロジェクトへ反映

現在（外水氾濫のみ） 整備後（外水氾濫のみ）

河川整備による
水害リスクの軽減

作成中の外水氾濫の水害リスクマップをベースに、
「事業効果の見える化」資料を作成中
資料完成後、構成員の確認（書面）をもってプロジェク
トの資料に追加

指標を活用した流域治水プロジェクトの更なる推進事業効果・進捗の見える化
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②多段階の浸水想定図（外水氾濫
※

） ③外水氾濫の水害リスクマップ

⑥内外水統合の水害
（③と⑤の重ね合わせ）リスクマップ

○作成中の外水氾濫の水害リスクマップをベースに、「事業効果の見える化」資料を作成。流域治水プロジェクトの資料
として令和3年度末に公表予定。

○令和4年度には流域全体の多段階の浸水想定図及び水害リスクマップを公表できるよう作成を進める。
○また、内水氾濫等を考慮した水害リスクマップについても、令和７年度末までに公表できるよう、今後作成に取組予定。

①事業効果の見える化

（河道条件：現況河道） （河道条件：現況河道、令和７年度頃）

令和４年度中に公表

吉野川流域における水害リスクマップの整備スケジュール（予定）

水害リスクマップの凡例

ハザードマップの凡例

※国管理河川からの氾濫

⑤内水氾濫の水害リスクマップ④多段階の浸水想定図（内水氾濫
※

）

重
ね
合
わ
せ

令和７年度末までに公表

※都道府県管理河川や下水道等からの氾濫

重
ね
合
わ
せ

流域全体が
対象

流域全体が
対象

（河道条件：令和７年度頃）

見える化

令和３年度末に公表

一部の事業中
箇所を対象

1/200
又は

1/150

1/100
1/50

1/30
1/10

1/200
又は

1/150

1/100
1/50

1/30
1/10

多段階浸水想定図（現況・短期）は令和４年度上半期に公表を目指して作成

流域全体が対象
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